移行申請における問題点と山形ＪＣにおける現状
	主な課題
	山形ＪＣにおける現状

	１．定款案作成
	すでに定款案は、作成されております。

再チェック後、主務官庁へも最終確認します。最終的には、社員総会の承認が必要となります。

	２．機関設計
	すでに定款案の中で決められております。

上記定款案チェック後、理事会で確認を行います。

	３．申請スケジュール
	２０１１年８月の申請、２０１１年１２月公益認定公示を目指し、準備しております。

	４．役員予定者
	次年度（２０１２年度）が決まる前に申請するため、一旦２０１１年度の役員にて申請を行い、決まり次第申請書の差し替えを行う予定です。

	５．公益要件

　　公益目的事業比率
	現在の予算で、４８．８％（公益目的事業２０,７４０千円、収益事業等（共益事業）及び法人会計を含めた総合計は、４２，４８７千円）であり、ぎりぎり５０％に届かない状況であります。

（参考）

区分
金額　千円
割合
公益目的事業
20,740
48.81%
共益事業
1,926
　
共益事業（負担金支出）
3,293
　
共益事業（基金取崩費用）
6,532
　
法人会計
9,996
　
合計
42,487
　
無償の役務提供があるため（花火大会での準備、清掃等のメンバーの参加時間等）、“山形県最低賃金×メンバーの無償の役務提供時間（根拠資料が必要）”の合計を、公益目的事業費に加える事が出来ます。
公益目的事業比率を満たすためには、５０４千円が不足しており、

メンバーの無償の役務提供時間としては、５０４千円÷６４５円（山形労働局２０１０年１０月２９日）＝７８２時間が必要になりますが、花火大会当日だけでも概ね当該時間程度はあると思われるため、公益目的事業比率は満たすものと考えます。
但し、収益事業等（共益事業）の区分が増える可能性もあり、十分な余裕のある割合ではないため、注意が必要です。

	６．公益要件
　　収支相償
	公益目的事業で、収入が費用より多い事業はないため、該当ありません。

	７．公益要件
　　遊休財産額
	基金（特別資産）を目的化したため、遊休財産額の保有制限に抵触はしません。


	主な課題
	山形ＪＣにおける現状

	８．花火大会における山形ＪＣの位置づけについての検討
	“花火大会における山形ＪＣの位置づけ”を参照
主務官庁　産業政策課　佃氏、学事文書課　海野氏との打ち合わせの中では、いずれの方法でも、山形ＪＣとして事業費として認められるでしょうとの話を頂きました。

但し、公益性の判断は、花火大会全体を検討するため、事業費の出し先の決め方について、確認しますとの意見をもらっております。

	９．公益目的事業の区分
	公益目的事業の区分（青少年育成事業、地域貢献事業等）が、会計上及び申請上必要になります。
区分を現在検討しているところです。


以上
